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表紙

証券コード４５５９
2023年６月６日

(電子提供措置の開始日 2023年６月１日)

株 主 各 位
東京都中央区日本橋小舟町10番11号

代表取締役社長 伊 部 充 弘

〔インターネット等による議決権行使〕
上記の行使期限までに、議決権行使ウェブサイト
（https://www.web54.net）にアクセスしていただき、
画面の案内に従って賛否をご入力ください。

1. 日 時 2023年６月29日（木曜日）午前10時
2. 場 所 東京都江東区東陽六丁目３番３号

ホテル イースト21東京　１階　イースト21ホール
3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第69期（自2022年４月１日至2023年３月31日）事業報告、
連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

2. 第69期（自2022年４月１日至2023年３月31日）計算書類
報告の件

決 議 事 項
1 第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役６名選任の件
第３号議案 監査役３名選任の件

第69回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
　さて、当社第69回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご案内申
し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措
置事項）につきまして電子提供措置をとっており、次頁「4.電子提供措置事項が掲載
されるウェブサイト」に記載のウェブサイトに掲載しておりますので、いずれかのサ
イトにアクセスしていただき、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
　なお、当日ご出席されない場合は、インターネット等または書面により議決権
を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のう
え、2023年６月28日（水曜日）午後６時までに、以下のいずれかの方法によって
議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

〔書面による議決権行使〕
議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着する
ようご返送（郵送）ください。
本株主総会へご出席を予定される株主様におかれましては、ご自身の体調をお確かめのうえ、
ご来場くださいますようお願い申し上げます。なお、お土産のご用意はございません。

敬具
記
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4. 電子提供措置事項が掲載されるウェブサイト

ウェブサイト名およびＵＲＬ アクセス方法

1 当社ウェブサイト

https://www.zeria.co.jp/ir/meet
ing/

左記のウェブサイトに掲載の
「第69回定時株主総会」をご覧く
ださい。

2 上場会社情報サービス

（東京証券取引所）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFro
nt/JJK010010Action.do?Show=Show

銘柄名(ゼリア新薬工業)または証
券コード（4559）を入力・検索
し、基本情報、縦覧書類/PR情報
を順に選択ください。

3 株主総会ポータル
Ⓡ

（三井住友信託銀行）

https://www.soukai-portal.net

議決権行使書用紙に記載のＱＲコ
ードを読み取るか、左記のウェブ
サイトにアクセスしていただき、
議決権行使書用紙に記載の「議決
権行使コード／株主総会ポータル
ログインＩＤ」、「パスワード」
をご入力ください。

※各ウェブサイトは定期メンテナンス等により一時的にアクセスできない
状態となることがございます。
閲覧できない場合は他のウェブサイトからご確認いただくか、時間をお
いて再度アクセスしてください。

     
以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記の各ウェブサイトに修正内容を
掲載させていただきます。

◎電子提供措置事項のうち、法令および当社定款第18条の規定に基づき、次の事項
につきましては、株主様にお送りする書面に記載しておりません。
・連結計算書類のうち、連結株主資本等変動計算書、連結注記表

・計算書類のうち、株主資本等変動計算書、個別注記表
当該書面は、監査報告を作成するに際し、監査役および会計監査人が監査をした
対象書類の一部であります。

◎株主総会の運営に大きな変更が生じる場合は、当社ウェブサイトにてお知らせ
いたしますので、ご確認くださいますようお願い申し上げます。
（https://www.zeria.co.jp/）
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議決権行使のご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。

株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますよ

うお願い申しあげます。

議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

インターネット等で議決権

を行使される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付

にご提出ください。

次頁の案内に従って、議案の

賛否をご入力ください。

議決権行使書用紙に議案に対

する賛否をご表示のうえ、ご

返送ください。

日　時 行使期限 行使期限

2023年６月29日（木曜日）

午前10時（受付開始:午前９時）

2023年６月28日（水曜日）

午後６時入力完了分まで

2023年６月28日（水曜日）

午後６時到着分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

 

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

� 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

� 反対する場合 「否」の欄に〇印

第２号議案 第３号議案

� 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

� 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

�
一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

議決権行使書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

株主総会ポータルサイト

ログイン用QRコード

（ID・パスワードは不要）

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

見 本

◎インターネット等および書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インターネット等
による議決権行使を有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネット等に
より複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取
扱いいたします。

◎議決権行使書（書面）による方法で各議案につき賛否の表示をされない場合は、会社提案につ
いては「賛」、株主提案については「否」の表示があったものとしてお取扱いいたします。
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議決権行使のご案内

お問い合わせ

三井住友信託銀行　

証券代行ウェブサポート 

専用ダイヤル

0120-652-031
（受付時間　9時～21時） ぜひQ&Aも

ご確認ください。

インターネット等による

議決権行使方法のご案内
インターネット行使期限

2023年6月28日（水）午後6時

ご注意事項

●一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合、議決
権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」「パスワード」を
ご入力いただく必要があります。

●書面とインターネット等により重複して議決権を行使された場
合は、インターネット等による議決権行使を有効なものといた
します。また、インターネット等によって複数回議決権を行使
された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使として
お取扱いいたします。

●1・4・7・10月の第1月曜日0:00～5:00は、メンテナンスのた
めご利用いただけません。

スマートフォン等による議決権行使方法

※QRコードは（株）デンソーウェーブの
　登録商標です。

  議決権行使書用紙に記載のQR

コードを読み取ります。
1   株主総会ポータルトップ画面

から「議決権行使へ」ボタン

をタップします。

2   スマート行使® トップ画面が表示

されます。以降は画面の案内に

従って賛否をご入力ください。

3

「議決権行使へ」をクリック！

株主総会ポータルURL

▶https://www.soukai-portal.net

以下のURLより議決権行使書用紙に記載のログイン

ID・パスワードをご入力のうえアクセスしてください。

ログイン以降は画面の案内に従って賛否をご入力
 

ください。

PC等による議決権行使方法

議決権行使ウェブサイトも引き続きご利用いただけます。

▶https://www.web54.net

●機関投資家の皆様へ

機関投資家の皆様に関しましては、本総会につき、株式会社ICJの運営する「議決権電子行使プラットフォーム」から

電磁的方法による議決権行使を行っていただくことも可能です。

－ 4 －
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事業の状況、対処すべき課題

事　 業　 報　 告

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

1. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、ウィズコロナのもとで各種政策
の効果もあって社会経済活動は正常化へと向かいつつあり、個人消費や企
業の設備投資に持ち直しの動きがみられました。一方、新型コロナウイル
ス感染拡大によるインバウンド需要の減少は本格的な回復には至らず、さ
らに長期にわたるロシアのウクライナ侵攻によるエネルギー・原材料価格
の高騰や物流コストの上昇、急激な円安の進行、海外経済の減速要因など
が、今後のわが国経済に与える影響について、不透明感の増す状況が続い
ております。
　医薬品業界におきましては、医療用医薬品は、薬価の毎年改定や後発医
薬品の使用促進などの医療費抑制策が従来にも増して強力に推進されてお
り、事業環境は一層厳しさを増しております。また、ＯＴＣ医薬品市場に
おきましても、市場競争の激化に加え、インバウンド需要の低迷などによ
り、ともに厳しい環境下で推移いたしました。
　このような状況の中、当社グループは、第10次中期経営計画（2020年度
～ 2022年度）の最終年度にあたる当連結会計年度において、グローバル
展開を強力に推進する中、Tillotts Pharma AGが主に欧州地域にて販売中
のクロストリジウム・ディフィシル感染症治療剤「ディフィクリア」が大
きく寄与し、海外売上高を大幅に拡大させました。一方、国内市場におき
ましては、医療用医薬品事業は薬価改定の影響などを受け苦戦し、コンシ
ューマーヘルスケア事業もヘパリーゼ群などの売上増加により回復基調と
はなったものの、全体としては十分な成果を上げるには至りませんでし
た。
　これらの活動の結果、当連結会計年度の売上高は、683億83百万円（前
期比14.9％増）となりました。利益につきましては、営業利益90億14百万
円（前期比41.6％増）、経常利益75億79百万円（前期比27.7％増）、親会
社株主に帰属する当期純利益61億95百万円（前期比56.4％増）となりまし
た。
　なお、当連結会計年度の海外売上高比率は47.4％（前期41.4％）となっ
ております。
　また、クロストリジウム・ディフィシル感染症治療剤「ディフィクリ
ア」につきましては、当社グループの事業基盤強化に資するＭ＆Ａ，アラ
イアンスに積極的に取り組む中、国内につきましても2023年４月にアステ
ラス製薬株式会社より製造販売承認を承継し、販売を開始いたしました
（国内販売名：ダフクリア）。

～医薬品事業～
　当事業の売上高は、682億30百万円（前期比14.9％増）となりました。

－ 5 －
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事業の状況、対処すべき課題

(医療用医薬品事業)
　当事業におきましては、プロモーションコードの遵守を基本に、デジタ
ルマーケティングを含めたＭＲ（医薬情報担当者）の情報提供活動を一層
充実させ、製品価値の最大化を図ってまいりました。
　主力製品である潰瘍性大腸炎治療剤「アサコール」につきましては、国
内市場においては薬価改定や競合品の影響を受け、苦戦いたしましたが、
海外市場において1600mg製剤の伸長を背景に北欧やイギリスなどの地域で
好調に推移した結果、全体では増収となりました。炎症性腸疾患治療剤
「エントコート」（国内販売名：「ゼンタコート」）につきましては、カ
ナダ、2021年に現地法人を設立し、自販体制に移行したイタリアなどで伸
長し、売上が増加いたしました。なお、2022年９月より欧州の一部の国で
後発医薬品が上市されたものの、当連結会計年度の業績への影響は軽微で
ありました。また、クロストリジウム・ディフィシル感染症治療剤「ディ
フィクリア」につきましては、欧州の感染症診療ガイドラインで第一選択
薬として推奨される中、営業リソースを積極的に投入した結果、売上が大
幅に拡大いたしました。2020年９月に国内において上市いたしました鉄欠
乏性貧血治療剤「フェインジェクト」につきましては、産婦人科・消化器
科領域を中心に市場構築に努めております。
　これらの結果、当事業の売上高は、431億45百万円（前期比16.6％増）
となりました。

(コンシューマーヘルスケア事業)
　当事業におきましては、超高齢社会が進展する中、生活者のセルフメデ
ィケーションをサポートする製品の供給を通じて市場構築を進めてまいり
ました。
　主力製品である「ヘパリーゼ群」につきましては、引き続き新型コロナ
ウイルス感染症やインバウンド需要停滞の影響を受けたものの、医薬品ヘ
パリーゼ群・コンビニエンスストア向けヘパリーゼＷ群ともに回復基調と
なり、売上は増加いたしました。また、「コンドロイチン群」につきまし
ても、積極的な広告宣伝投資などの効果もあり堅調に推移いたしました。
一方、植物性便秘薬「ウィズワン群」につきましては、競合品の影響など
により苦戦いたしました。
　なお、製品ラインアップ強化に努め、ローヤルゼリーを有効成分として
配合した滋養強壮保健剤「ハイゼリー顆粒ＥＸ」やコンドロイチン配合点
眼薬「ビュークリアＨｉ40アクティブ」などの新製品を発売いたしまし
た。また、月経前症候群（ＰＭＳ）治療薬「プレフェミン」につきまして
は、2023年４月より第２類医薬品に移行したことで取扱店舗の増加が見込
まれることから、さらなる製品認知度向上に努めております。
　これらの結果、当事業の売上高は、250億85百万円（前期比12.1％増）
となりました。

～その他の事業～
　当事業の売上高は、保険代理業・不動産賃貸収入などにより１億52百万
円（前期比2.8％減）となりました。
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〈研究開発の状況〉
　研究開発におきましては、Tillotts Pharma AGとの連携によるグローバ
ル開発体制のもと、開発テーマを厳選のうえ、重点領域である消化器分野
を中心に、導入品を含めた新薬の研究開発を推進してまいりました。
　「Z-100」につきましては、新たな適応症での早期臨床試験の開始に向
けて、臨床開発計画の策定ならびに非臨床試験を進めております。
　自社オリジナル品の「Z-338（一般名：アコチアミド）」につきまして
は、Meiji Seika ファルマ株式会社およびFAES FARMA,S.A.との独占的開
発・販売に関するライセンス契約に基づき、機能性ディスペプシアを適応
症として、それぞれタイ・インドネシアおよびラテンアメリカ12カ国で申
請し、ラテンアメリカ地域のメキシコを含む５カ国で承認を取得いたしま
した。また、国内におきましては、小児機能性ディスペプシア患者を対象
としたフェーズⅢ試験を実施しており、主として薬物動態および安全性を
確認するPart1を完了し、有効性および安全性を確認するPart2を推進して
おります。さらに、自社オリジナル品アコチアミドのさらなる医療への貢
献を目指した新テーマ「ZG-802」につきましては、超高齢社会が進展する
中、世界的に医学的な関心が高まっているものの、いまだ有効な薬物療法
が確立されていない低活動膀胱を対象としたフェーズⅡ試験を国内で開始
いたしました。
　スイスVifor(International)AGから導入いたしました「ZG-801」につき
ましては、国内において高カリウム血症を対象としたフェーズⅢ試験を終
了し、申請に向け準備を進めております。
　コンシューマーヘルスケア製品につきましても、当社オリジナルのフリ
ーズドライ製法を採用したローヤルゼリーを含有する医薬品「ハイゼリー
顆粒ＥＸ」などの特長ある製品を順次発売いたしました。
　これらの活動の結果、当連結会計年度の研究開発費は34億56百万円（前
期比27.8％減）となりました。

〈生産物流の状況〉
　生産物流部門におきましては、原材料やエネルギーの価格が高騰する
中、新型コロナウイルス感染症への対策を実施しつつ、品質確保および安
定供給を前提に、生産の集約や内製化の推進による原価低減に取り組んで
まいりました。
　生産関連部門につきましては、新型コロナウイルス感染症による各工場
での感染リスク対策の徹底と操業停止リスクを想定した前倒し生産による
製品在庫の確保を推進するとともに、後発医薬品の供給不安を補うための
増産を実施し、安定供給の維持を図りました。また、当社が保有する埼
玉・筑波両工場に子会社２社が保有する工場（健創製薬株式会社つくば工
場、イオナ インターナショナル株式会社福島工園）を併せた国内４工場
の生産体制の見直しを行い、生産ラインの集約化や内製化を順次進めてお
ります。この動きを加速し、今後とも一層の原価低減に取り組んでまいり
ます。
　物流関連部門につきましては、共同配送の強化策として、今後とも参加
企業の拡大を主体とした体制強化を推進し、さらなる業務効率化と物流コ

－ 7 －
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ストの低減を図ってまいります。
　なお、昨年度に引き続き、一部の後発医薬品製造販売業者などによる承
認書と製造実態との乖離およびGMP省令違反に起因する大規模な回収事例
が頻発しており、行政による製造所の査察体制が強化されております。当
社各工場におきましては、これらの違反事例をもとに適宜再点検を実施し
問題がないことを確認するとともに、GMP体制強化のために本社組織によ
る品質保証の一元管理体制を開始いたしました。今後とも各工場における
クオリティーカルチャー（品質を優先した企業文化）の浸透を図るととも
に、品質管理部門や本社担当部門による監督の体制強化を通して、万全を
期してまいります。

(2) 設備投資の状況
　当連結会計年度におきましては、海外子会社の新工場建設を主体とし
て、合計で25億４百万円の設備投資を実施いたしました。

(3) 資金調達の状況
　当連結会計年度におきましては、Tillotts Pharma AGの「ディフィクリ
ア」、「エントコート」の権利取得のための銀行借入につきまして、同製
品の販売に伴うキャッシュ・フローによる返済を実施いたしました。ま
た、上記(2)の設備資金を自己資金および借入金で調達いたしました。
　その結果、長短借入金が前連結会計年度対比27億96百万円減少いたしま
した。

(4) 対処すべき課題

　新型コロナウイルス感染拡大の影響からは回復基調にあるとはいえ、エ

ネルギー・原材料価格の高騰や物流コストの上昇、急激な円安の進行など

は今後の企業収益に多大な影響を与えるものと考えられます。さらに、医

療用医薬品におきましては、薬価制度の見直しや後発医薬品の使用促進な

どによる医療費抑制策が従来にも増して強力に推進されており、国内市場

は成長の鈍化が不可避であると考えられます。またＯＴＣ医薬品におきま

しても、市場競争の激化に加え、インバウンド需要の回復には時間を要す

ると考えられることから、今後とも厳しい経営環境が続くものと思われま

す。

　このような状況のもと、当社グループは2023年度を起点とした３カ年の

第11次中期経営計画（2023年度～2025年度）の初年度をスタートさせまし

た。

　当社グループは第11次中期経営計画の３年間において、グローバル展開

のさらなる加速、「車の両輪」である医療用医薬品事業とコンシューマー

ヘルスケア事業の事業拡大と収益性の改善、財務体質の強化を通じて、ゼ

リアグループの持続的な発展と企業価値向上を果たすとともに、サステナ

ブルな社会の実現に貢献してまいります。また、グループの事業基盤の強

化・拡充に資するＭ＆Ａやアライアンスにも引き続き積極的に取り組んで

いく方針としております。これらの活動を通じ、「連結売上高900億円」

－ 8 －
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をはじめとした経営目標の達成を目指してまいります。

　医療用医薬品事業におきましては、引き続き国内外での消化器領域にお

けるプレゼンスの向上に努めてまいります。「アサコール」につきまして

は、海外における1600mg製剤の販売国の拡大などを通じ、市場シェアの拡

大を図ってまいります。「ディフィクリア」につきましては、欧州の感染

症診療ガイドラインで第一選択薬として推奨されており、今後も欧州地域

を中心に需要の拡大が見込まれます。また、国内におきましても2023年４

月より「ダフクリア」の製造販売承認を承継し、当社での販売を開始した

ことから、国内外ともに営業リソースを集中させ、売上の伸長を図ってま

いります。「エントコート」につきましては、欧州の一部の国で発売され

た後発医薬品の影響を、営業戦略・リソースの最適化などにより最小限に

とどめてまいります。また、国内における「フェインジェクト」の市場構

築に引き続き注力し、医療用医薬品事業の業容の拡大と収益性の改善を図

ってまいります。

　コンシューマーヘルスケア事業におきましては、生活者の行動様式の変

化やニーズに沿った販売促進活動、製品特性をより明確に訴求した広告宣

伝活動などに注力し、主力製品群である「ヘパリーゼ群」や「コンドロイ

チン群」、「ウィズワン群」の売上拡大を図ってまいります。また、新た

な販売チャネルの開拓や主力製品に次ぐ製品群の育成に注力してまいりま

す。2022年10月発売のローヤルゼリーを有効成分として配合した滋養強壮

保健剤「ハイゼリー顆粒ＥＸ」や、歯周病・口臭対策用薬用歯みがき「マ

スデント群」、2023年４月より第２類医薬品へ移行したことで取扱店舗の

増加が見込まれる月経前症候群（ＰＭＳ）治療薬「プレフェミン」をはじ

めとする西洋ハーブ製剤など、特長ある製品群の市場認知度向上を図って

まいります。また、化粧品事業につきましては、ＳＮＳなどのＷＥＢ広告

の強化により「イオナ」ブランドの市場浸透をさらに推進し、同事業をコ

ンシューマーヘルスケア事業の柱の１つとして育成してまいります。

　グローバル展開におきましては、引き続き海外子会社３社を軸として、

欧州およびアジア地域における事業拡大に一層注力してまいります。欧州

におきましては、新たに欧州事業本部を設置し、欧州子会社との連携を強

化することにより、欧州事業の継続的な発展と市場拡大を図ってまいりま

す。また、成長著しいアジア地域におきましては、ベトナムの子会社であ

るPharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd（ 以 下

「F.T.Pharma」）を早期に成長軌道に乗せるとともに、アセアン各国への

展開を視野に入れて、ベトナムで新工場の建設を進めており、新規事業の

開始に向けた準備に注力しております。さらには、ＯＴＣ医薬品・健康食

品についてもアジア地域における事業展開の準備を進めており、これらの

活動によりアジア事業を欧州事業とともに当社グループのグローバル展開

の柱に成長させてまいります。また、自社オリジナル品である「アコファ

イド」につきましては、2023年５月にF.T.Pharmaがベトナムにおける製造

販売承認申請を実施済みで、承認・販売に向けた準備を進めております。

さらには、既にMeiji Seika ファルマ株式会社およびFAES FARMA,S.A.に

－ 9 －
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導出済みの地域（インドネシア・タイおよびメキシコを含む中南米12カ

国）における未承認国での承認取得の促進を支援するとともに、販売地域

の拡大に向けて、新たなライセンス活動にも注力し、製品価値の向上を図

ってまいります。

　研究開発におきましては、Tillotts Pharma AGとの連携によるグローバ

ル開発体制のもと、国内外における新薬開発を着実に進めてまいります。

「Z-100」につきましては、非臨床研究を進めるとともに、特定臨床研究

への支援などを通じて、新たな臨床試験の開始に向けた活動を加速してま

いります。また、製品価値を向上させる活動を強力に実行すべく、ライフ

サイクルマネジメントの取り組みに注力するとともに、医師主導の臨床研

究についても積極的に支援してまいります。さらに、市場ニーズに沿った

コンシューマーヘルスケア製品の開発に迅速かつ積極的に取り組んでまい

ります。

　さらには、コーポレート・ガバナンス体制の一層の充実を進め、企業理

念ならびにサステナビリティ基本方針に則った経営を実行していくこと

で、グループ経営の信頼性を一層高める努力を継続するとともに、サステ

ナブルな社会の実現に貢献してまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜りま

すようお願い申し上げます。

－ 10 －
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財産および損益の状況、主要な事業内容

区 分

第 66 期 第 67 期 第 68 期
第 69 期

(当連結会計年度)

( 自　2019年４月１日
至　2020年３月31日 )

　
( 自　2020年４月１日

至　2021年３月31日 )
　

( 自　2021年４月１日
至　2022年３月31日 )

　
( 自　2022年４月１日

至　2023年３月31日 )
　

売 上 高 (百万円) 60,426 52,757 59,532 68,383

経 常 利 益 (百万円) 3,879 3,208 5,935 7,579

親会社株主に帰属
する当期純利益

(百万円) 2,925 3,143 3,961 6,195

１株当たり当期純利益(円) 62.62 68.22 87.76 140.26

総 資 産 (百万円) 104,155 121,860 124,282 135,034

純 資 産 (百万円) 52,678 56,152 55,092 65,680

(5) 財産および損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第68期

の期首から適用しており、第67期の金額については、当該会計基準を遡って適用し

た場合の金額となっております。

事 業 の 種 類 主 要 製 品

医薬品事業

医療用医薬品事業
消化器系用薬、循環器系用薬、
中枢神経・免疫系用薬等

コンシューマーヘルスケア事業
セルフプリベンション製品、セルフキュア製品、
栄養ドリンク、健康補助食品、化粧品等

そ の 他 の 事 業 保険代理業、不動産業等

(6) 主要な事業内容

　当社グループは､各種医薬品等の製造ならびに販売を中心に展開しており､

これらの事業に関連するサービス等の事業活動も併せて行っております｡

－ 11 －
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主要な営業所および工場、従業員の状況

事 業 所 名 所 在 地 事 業 所 名 所 在 地

本 社 東 京 都 中 央 区 埼 玉 工 場 埼 玉 県 熊 谷 市

札 幌 支 店 北 海 道 札 幌 市 筑 波 工 場 茨 城 県 牛 久 市

仙 台 支 店 宮 城 県 仙 台 市 中 央 研 究 所 埼 玉 県 熊 谷 市

東 京 支 店 東 京 都 中 央 区 札幌物流センター 北 海 道 札 幌 市

名 古 屋 支 店 愛 知 県 名 古 屋 市 埼玉物流センター 埼 玉 県 熊 谷 市

大 阪 支 店 大 阪 府 吹 田 市 東京物流センター 埼 玉 県 上 尾 市

中 四 国 支 店 広 島 県 広 島 市 大阪物流センター 大 阪 府 大 東 市

福 岡 支 店 福 岡 県 福 岡 市 九州物流センター 佐 賀 県 鳥 栖 市

名 称 所 在 地

T i l l o t t s  P h a r m a  A G Rheinfelden,Switzerland

T i l l o t t s  P h a r m a  A B B r o m m a , S w e d e n

T i l l o t t s  P h a r m a  L t d . D u b l i n , I r e l a n d

T i l l o t t s  P h a r m a  U K  L t d . Lincoln,United Kingdom

T i l l o t t s  P h a r m a  C z e c h  s . r . o . Praha,Czech Republic

T i l l o t t s  P h a r m a  S p a i n  S . L . U . B a r c e l o n a , S p a i n

T i l l o t t s  P h a r m a  G m b H R h e i n f e l d e n , G e r m a n y

T i l l o t t s  P h a r m a  F r a n c e  S A S P a r i s , F r a n c e

T i l l o t t s  P h a r m a  I t a l y  s r l M i l a n , I t a l y

Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd Ho Chi Minh City,Vietnam

Z P D  A / S E s b j e r g , D e n m a r k

ゼ リ ア ヘ ル ス ウ エ イ 株 式 会 社 東 京 都 中 央 区

イオナ インターナショナル株式会社 東 京 都 中 央 区

健 創 製 薬 株 式 会 社 東 京 都 中 央 区

株 式 会 社 ゼ ー ビ ス 東 京 都 中 央 区

株 式 会 社 ゼ リ ア ッ プ 東 京 都 中 央 区

(7) 主要な営業所および工場

① 当社
(2023年３月31日現在）

② 子会社
(2023年３月31日現在）

（2023年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減

名 名

1,729 △8

(8) 従業員の状況
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重要な親会社および子会社の状況

（2023年３月31日現在）

会 社 名 資本金
当 社 の
出資比率

主 要 な 事 業 内 容

千ｽｲｽ･ﾌﾗﾝ ％

T i l l o t t s  P h a r m a  A G 1,644 100 医薬品の製造・販売

千ｽｳｪｰﾃﾞﾝ･ｸﾛｰﾈ ％

T i l l o t t s  P h a r m a  A B 100 100 医薬品の販売

ﾕｰﾛ ％

T i l l o t t s  P h a r m a  L t d . 1 100 医薬品の販売

千英ﾎﾟﾝﾄﾞ ％

T i l l o t t s  P h a r m a  U K  L t d . 20 100 医薬品の販売

千ﾁｪｺ･ｺﾙﾅ ％

Tillotts Pharma Czech s.r.o. 13,200 100 医薬品の販売

千ﾕｰﾛ ％

Tillotts Pharma Spain S.L.U. 3 100 医薬品の販売

千ﾕｰﾛ ％

T i l l o t t s  P h a r m a  G m b H 25 100 医薬品の販売

千ﾕｰﾛ ％

Tillotts Pharma France SAS 20 100 医薬品の販売

千ﾕｰﾛ ％

Tillotts Pharma Italy srl 10 100 医薬品の販売

百万ﾍﾞﾄﾅﾑﾄﾞﾝ ％

Pharmaceutical Joint Stock Company of February 3rd 46,500 77.89
医薬品、健康食品の製造・
販売

千ﾃﾞﾝﾏｰｸ･ｸﾛｰﾈ ％

Z P D  A / S 1,000 100 医薬品原料等の製造・販売

百万円 ％

ゼリアヘルスウエイ株式会社 85 100 健康食品等の仕入・販売

百万円 ％

イオナ インターナショナル株式会社 200 100 化粧品の製造・販売

百万円 ％

健 創 製 薬 株 式 会 社 50 100
医薬品、健康食品、医薬品
原料の製造・販売

百万円 ％

株 式 会 社 ゼ ー ビ ス 180 100 保険代理業・不動産業等

百万円 ％

株 式 会 社 ゼ リ ア ッ プ 10 100
医薬品等の営業販促活動の
請負

(9) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）Tillotts Pharma ABからTillotts Pharma Italy srlまでの８社は、Tillotts Pharma AG
の100％出資子会社であります。
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主要な借入先

（2023年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

百万円

株  式  会  社  三  菱  Ｕ  Ｆ  Ｊ  銀  行 16,162

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 11,632

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 11,213

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,400

株 式 会 社 り そ な 銀 行 2,400

株 式 会 社 中 京 銀 行 2,400

(10) 主要な借入先の状況
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会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 119,860,000株

(2) 発行済株式の総数 53,119,190株（自己株式9,038,982株を含む)

(3) 株主数 11,376名

（2023年３月31日現在）

株      主      名 持 株 数 持 株 比 率

株 ％

有 限 会 社 伊 部 4,741,847 10.8

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 3,205,000 7.3

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,107,050 4.8

森 永 乳 業 株 式 会 社 1,840,215 4.2

伊 部 幸 顕 1,592,967 3.6

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,406,131 3.2

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,406,053 3.2

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,182,385 2.7

あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 944,560 2.1

Ｓ Ｍ Ｂ Ｃ フ ァ イ ナ ン ス サ ー ビ ス 株 式 会 社 900,900 2.0

2. 会社の株式に関する事項

(4) 大株主（上位10名）

（注）1. 持株比率は、自己株式（9,038,982株）を控除して算出しております。

2. 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループより2018年４月16日付で大量保有報告

書の変更報告書の提出があり（報告義務発生日 2018年４月９日）、株式会社三菱ＵＦ

Ｊ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社３社の合計で

3,560,647株（株券等保有割合6.7％）を保有している旨の報告を受けておりますが、

当社として2023年３月31日時点における実質保有株式数の確認ができていない株式に

ついては、上記大株主の状況には含めておりません。

3. ＳＭＢＣ日興証券株式会社より2021年３月８日付で大量保有報告書の提出があり（報

告義務発生日 2021年３月１日）、ＳＭＢＣ日興証券株式会社、株式会社三井住友銀

行、ＳＭＢＣファイナンスサービス株式会社３社の合計で2,679,331株（株券等保有割

合5.0％）を保有している旨の報告を受けております。
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会社役員に関する事項

（2023年３月31日現在）

氏 名 地 位 担当および重要な兼職の状況

伊 部 幸 顕 代表取締役会長兼CEO

伊 部 充 弘 代表取締役社長兼COO

遠 藤 広 和 取 締 役 副 社 長 社長補佐

小 森 哲 夫 取 締 役

野 　 本 　 亀 久 雄 取 締 役 九州大学名誉教授

森 元 誠 二 取 締 役 東京大学大学院総合文化研究科客員教授

高 　 見 　 幸 二 郎 常 勤 監 査 役

石 山 佳 治 常 勤 監 査 役

中 　 　 　 由 規 子 監 査 役 ＮＡＫＡ法律事務所

紙 透 　 大 監 査 役 税理士法人明和会計代表社員
紙透会計事務所

（2023年３月31日現在）

氏 名 地 位 担　　　　当

加 藤 博 樹 常 務 執 行 役 員 アジア事業本部長 兼 アジア事業企画部長、アジア事業開発部長

岡 澤 有 輝 常 務 執 行 役 員 管理本部長 兼 人事部長、法務部・秘書室・コンプライアンス担当

平 賀 義 裕 執 行 役 員 研究開発本部長、ライセンス室担当

河 越 利 明 執 行 役 員 信頼性保証本部長、お客様相談室・情報提供活動監督室担当

草 野 研 治 執 行 役 員 コンシューマーヘルスケア営業本部長

岩 井 　 充 執 行 役 員 生産物流本部長、特販室担当

秋 庭 和 広 執 行 役 員 医薬営業本部長

鈴 木 健 一 執 行 役 員 経営企画統括部長 兼 経営戦略推進部長

3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の状況

（注）1. 取締役のうち、小森哲夫、野本亀久雄、森元誠二の３氏は、社外取締役であります。

2. 監査役のうち、中　由規子および紙透　大の両氏は、社外監査役であります。

3. 監査役紙透　大氏は、公認会計士として財務・会計の高度な専門知識と経験を有して

おります。

4. 当社は、取締役小森哲夫、取締役野本亀久雄、取締役森元誠二、監査役中　由規子お

よび監査役紙透　大の５氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しており

ます。

5. 当社は、2022年６月29日より執行役員制度を導入しております。

取締役を兼任しない執行役員は次のとおりです。

なお、2023年４月１日付で組織改定を実施しております。

欧州事業本部を新設し、本部内に欧州事業部を設置いたしました。これに伴い、同日

付で以下のとおり執行役員が選任され、就任いたしました。

氏　名 　　　地位および担当

桜 井 政 和　　執行役員欧州事業本部長 兼 欧州事業部長

－ 16 －



2023/05/24 20:46:34 / 22946790_ゼリア新薬工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会社役員に関する事項

退任時の地位 氏 名 退任時の担当および重要な兼職の状況 退 任 日

常 務取締役 岸 本 　 誠 生産物流本部・特販室担当 2022年6月29日

取 締 役 加 藤 博 樹 アジア事業本部長 兼 アジア事業企画部長、アジア事業開発部長 2022年6月29日

取 締 役 岡 澤 有 輝 管理本部長 兼 人事部長、コンプライアンス担当 2022年6月29日

取 締 役 平 賀 義 裕 研究開発本部長 2022年6月29日

取 締 役 河 越 利 明 信頼性保証本部長、お客様相談室・情報提供活動監督室担当 2022年6月29日

取 締 役 草 野 研 治 コンシューマーヘルスケア営業本部長 2022年6月29日

区　　　　　　　　　　　　　　　分 員　　　　数 報 酬 等 の 総 額

取　　　　　　　　締　　　　　　　　役 12名 245,010千円

監　　　　　　　　査　　　　　　　　役 4名 47,400千円

合　　　　　　　　　　　　　　　計 16名 292,410千円

（ う　ち　社　外　役　員 ） （5名） （31,200千円）

(2) 事業年度中に退任した取締役および監査役

（注）岸本　誠、加藤博樹、岡澤有輝、平賀義裕、河越利明および草野研治の６氏は、任期満了

による退任であります。

(3) 取締役および監査役の報酬等
① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
　当社は、2021年２月５日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬
等の内容に係る決定方針を決議しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。
なお、取締役会では、代表取締役会長 兼 ＣＥＯが当社全体の業績等を勘案
しつつ各取締役の担当部門の評価を行っていることから、当事業年度に係る
取締役の個人別の報酬等の内容が当該方針に沿うものであると判断しており
ます。
1. 取締役の個人別の報酬等は、固定報酬のみとし、株主総会が決定する報

酬額の限度額以内で、世間水準および従業員給与とのバランスを考慮
し、会社業績、各取締役の役位、委嘱職務内容、個人業績等を勘案した
うえで、決定する方針とする。

2. 取締役に対する報酬等は、暦月計算とし、従業員給与の支給日に支給す
る。

3. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定は、代表取締役会長 兼  
ＣＥＯにその全てを委任する。

② 当事業年度に係る報酬等の総額等

（注）1. 取締役の報酬等の総額には使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
2. 上記の表の他には、これまでの事業報告に記載済みのもの以外に報酬等の支給はあり

ません。
3. 役員の報酬等の額については、2013年６月27日開催の第59回定時株主総会において取

締役の報酬を年額４億50百万円以内（使用人兼務取締役の使用人分給与は含まない）、
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会社役員に関する事項

監査役の報酬を年額80百万円以内とすることを決議しております。当該株主総会終結
時点の取締役の員数は14名、監査役の員数は４名です。

4. 当事業年度の個人別の報酬につきましては、2022年６月29日開催の取締役会におい
て、代表取締役会長 兼 ＣＥＯにその全てを一任する旨の決議をしております。一任
した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門の評価を行うには代
表取締役会長 兼 ＣＥＯ 伊部幸顕氏が最も適していると判断したためであります。
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会社役員に関する事項

(4) 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
　当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しております。
当該保険契約の被保険者は、当社および主要子会社の取締役・監査役ならび
に当社の執行役員で、職務の執行に関連して被保険者が損害賠償責任を負っ
た場合、当該保険契約の内容に沿って保険会社が一定限度まで損害を塡補す
ることとしております。保険料は当社および子会社が負担しており、被保険
者の保険料負担はありません。
　なお、塡補額に限度を設けるとともに、被保険者に法令違反の認識があっ
た場合や私的な利益供与を受けたことに起因する損害賠償請求などについて
は保険の対象外としております。

(5) 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況および当社と当該他の法人等との関係
　取締役野本亀久雄氏は、九州大学名誉教授であります。取締役森元誠二氏
は、東京大学大学院総合文化研究科客員教授であります。
　また、監査役中　由規子氏は、ＮＡＫＡ法律事務所を開設し、弁護士とし
て活動中であります。監査役紙透　大氏は、紙透会計事務所を開設し、公認
会計士として活動するとともに､税理士法人明和会計の代表社員であります｡
　当社と社外取締役および社外監査役の各兼務先との間には、重要な取引関
係等の特別な利害関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況
　取締役小森哲夫氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席すると
ともに、大手金融機関の経営者としての豊富な経験と高い見識ならびに財
務・会計への知見をもとに、当社経営に有益な助言や指摘を行うなど、社外
取締役として期待される発言と当社経営の監督の役割を適切に果たしており
ます。
　取締役野本亀久雄氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席する
とともに、医療ならびに医学界における豊富な経験と高い見識、さらには高
度な専門知識をもとに、研究開発に係る有益な助言や指摘を行うなど、社外
取締役として期待される発言と当社経営の監督の役割を適切に果たしており
ます。
　取締役森元誠二氏は、当事業年度開催の取締役会12回すべてに出席すると
ともに、外交官としての豊富な経験と高い見識をもとに、グローバル展開に
関して有益な助言や指摘を行うなど、社外取締役として期待される発言と当
社経営の監督の役割を適切に果たしております。
　監査役中　由規子氏は、当事業年度開催の取締役会12回、監査役会13回す
べてに出席するとともに、弁護士として培われた高度な専門知識と経験をも
とに適切な監督、助言を行うなど、社外監査役として必要な発言を適宜行っ
ております。
　監査役紙透　大氏は、当事業年度開催の取締役会12回、監査役会13回すべ
てに出席するとともに、公認会計士として培われた財務・会計の高度な専門
知識と経験をもとに適切な監督、助言を行うなど、社外監査役として必要な
発言を適宜行っております。

③ 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役および各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定
に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお
ります。当該契約に基づき損害賠償責任については、法令で定める金額を限
度額としております。
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会計監査人に関する事項、業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

58,380千円

58,380千円

4. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

　有限責任 あずさ監査法人

(2) 会計監査人の報酬等の額

① 当事業年度に係る報酬等の額

② 当社および子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

(注)1.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取

引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、また、実質的にも区分が困

難であるため、上記①の金額にはその合計額を記載しております。

2.監査役会は、会計監査人の監査計画の内容（監査方針、監査項目、監査予定時

間、人員配置等）、会計監査の遂行状況および報酬見積りの算出根拠などが適切

であるかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について

同意の判断をいたしました。

3.当社の子会社であるTillotts Pharma AG、Pharmaceutical Joint Stock Company 

of February 3rdおよびZPD A/Sは、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を受

けております。

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が
あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再
任に関する議案を決定いたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法や公認会計士法等の法令に違反
した場合または行政処分を受ける等で、当社の監査業務に重大な影響を及
ぼす行為があり、かつ解任が妥当と判断した場合には、会社法第340条の
規定に基づき、監査役全員の同意をもって、当該会計監査人を解任しま
す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株
主総会において、会計監査人を解任した旨およびその理由を報告いたしま
す。
　なお、取締役会が、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その
必要があると判断した場合は、会計監査人の解任または不再任を株主総会
の会議の目的とすることを監査役会に請求し、監査役会はその適否を判断
したうえで、株主総会に提出する議案の内容を決定いたします。

5. 業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

　当社は、取締役会において会社法第362条および会社法施行規則第100条に基

づき、業務の適正を確保するための体制整備に向けた基本方針を決定してお

り、その内容は以下のとおりであります。
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会計監査人に関する事項、業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

1. 取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを

確保するための体制

(1) ① 企業の社会的責任を果たし企業倫理の高揚とともに不祥事の発

生を防止することを目的とし、ゼリアグループ（当社および当

社関係会社）全体に適用されるコンプライアンスに係る規程を

作成する。また、コンプライアンス活動を継続的に実施するた

めにコンプライアンス担当取締役または執行役員を委員長とす

るコンプライアンス委員会を設置し、コンプライアンス違反の

事実（おそれのある事実を含む）が発生した場合の通報制度を

構築する。通報先としては社外を含む複数先を設置する。

② コンプライアンス委員会は、法令遵守意識の向上を図るためコ

ンプライアンス・スタンダードを作成し、また必要に応じて改

訂し見直すとともに各部門に対する教育・研修を計画的に行う

ものとする。さらにコンプライアンス活動を実効性のあるもの

とするため、各部門のコンプライアンス活動の状況を監査・監

督し、法令・定款・社内規程等の違反事実のあるときは必要な

措置をとり、さらに再発防止策を検討するものとする。

③ 会社にとって重要な法令、業界基準等については社内規程を制

定し、規程を所管する部門により厳格な運用および管理を行

う。また、医薬品企業として特に重要な薬機法その他関連法令

の遵守のために、独立の組織において品質管理および安全管理

体制を確保する。

(2) 取締役会決議事項以外の事項について、全社にわたって影響を及ぼ

す可能性のある事項については、取締役会長、取締役社長および取

締役副社長で構成する経営会議、常勤取締役および執行役員で構成

する常勤役員会等で審議の上、決定するものとする。

(3) 職務分掌規程、職務権限規程およびその他妥当な意思決定ルールを

制定し、それらに準拠して取締役および使用人の職務の執行が行わ

れるようにする。

(4) 取締役および使用人の職務執行状況を把握・検討しその改善を図る

ため、内部監査部門を設けて定期的にあるいは必要に応じて随時内

部監査を実施する。

2. 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1) 取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程や機密情

報管理規程等関連規程に基づいて適切に保存および管理を行う。

－ 21 －



2023/05/24 20:46:34 / 22946790_ゼリア新薬工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

会計監査人に関する事項、業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

(2) 取締役の職務の執行に係る情報のうち決定事項については、取締役
会規程や稟議規程等関連規程に基づいて書面化（議事録、稟議書、
またはその他の書面。電磁的記録を含む。）し、適切に保存および
管理を行うものとする。

3. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) 経常的な業務執行上想定されるリスクについては、各部門の業務フ

ローの中で管理可能な体制を構築し、経営に重大な影響を及ぼすお
それのあるリスクについては、各部門によるリスク評価に基づき経
営会議、常勤役員会または取締役会での検討とリスク対応策の実施
が迅速に行われる体制を構築する。

(2) 地震・台風・水害・火災等の災害リスク、当社製品の品質・安全性
に係るリスク､当社製品の医薬品事故に係るリスク等の管理について
は、制定される規程に基づき設置された委員会において対処するか､
あるいは当該リスクに係る業務を所管する部門において対処する｡

(3) リスク管理の状況を把握･検討しその改善を図るため、内部監査部門
を設けて定期的にあるいは必要に応じて随時内部監査を実施する。

4. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 取締役会規程、常勤役員会規程、稟議規程等社内規程を整備し、そ

れらに準拠して職務の執行を行うものとする。また、業務手順を適
宜見直し点検することによりその改善を図り、職務の執行が効率的
に行われることを確保する。

(2) 全社および各部門の目標を中期計画および年度予算として策定し、
それに基づき当社業務の運営および業績の管理を行うものとする。

(3) 業務執行の効率化・円滑化を図るため、使用人に対する教育・研修
を実施するとともに客観的に各使用人の業績が評価できる体制を整
える。

5. 当該株式会社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団にお
ける業務の適正を確保するための体制

(1) 子会社の業務は報告を受けることとし、重要事項については関係会
社管理規程等関連規程に基づき、取締役会または常勤役員会で承認
するものとする。また子会社に役員を派遣することおよび子会社担
当取締役または執行役員ならびに担当部門を設置することにより、
子会社の業務が適正に行われることを確保する。
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(2) 子会社との取引にあたっては、独立法人間の取引としての適正を確

保するため、その内容を書面化（電磁的記録を含む）する等、取引

内容を明確化し透明性を図ることを徹底する。

(3) 子会社の業務運営状況を把握・検討しその改善を図るため、内部監

査部門が定期的にあるいは必要に応じて随時内部監査を実施する。

6. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項

　監査役が監査の実効性を高め、かつ、監査職務を円滑に遂行するた

め、その職務遂行を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、取締

役は監査役と協議の上、適切な員数の使用人を専任で置くものとする｡

7. 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する使用人についての任命、評価、異動、懲戒

は監査役会の同意を得る。

8. 取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役

への報告に関する体制

(1) 取締役および使用人が監査役に報告すべき事項で、法定の事項以外

のものについては、取締役と監査役が協議の上、定めるものとす

る。

(2) コンプライアンス規程に基づき構築された内部通報制度において、

コンプライアンスに違反する事実（おそれのある事実を含む）を通

報された場合は、監査役に報告する。

9. その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

(1) 監査役は、取締役会をはじめとする重要な意思決定に係る会議に出

席することができる。そのため取締役は重要な会議の議題およびそ

の日程等を監査役に報告する。

(2) 代表取締役は、監査役と定期的な意見交換を行うことにより、監査

が実効的に行われることを確保する。
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6. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当社では、「内部統制システムの基本方針」に基づき、企業集団の業務の適
正を確保するための体制整備とその適切な運用に努めており、当連結会計年度
における運用状況の概要は以下のとおりであります。

　当社は、「コンプライアンス委員会」を年４回開催し、法令・社内規程等の
遵守状況を審議したうえで、必要に応じて施策の見直しを実施しております。
また、月に１回の部門ごとに実施されるコンプライアンス遵守に向けた取り組
みを継続しており、さらに全社員向けの集合研修も行っております。通報制度
につきましては、社長・監査役・コンプライアンス事務局・社外の顧問弁護士
を通報先とするとともに、通報者に不利益が及ばないよう細心の注意を払って
おります。なお、改正公益通報者保護法に対応するため、ゼリアグループ公益
通報者保護規程を制定し、必要な体制を整備するとともに、社内および子会社
に周知を行っております。
　リスク管理体制につきましては、リスク管理規程に基づき、リスク対応部門
を明確にし、当該部門が個々のリスクに対応することを基本としております
が、製薬企業として特に重要な製品の品質、安全性等に係る事項につきまして
は、委員会制を敷いて部門横断的な体制の下で必要な対応を実施しておりま
す。なお、経営に重大な影響を与える懸念のある事項につきましては、担当取
締役および担当執行役員より経営会議・常勤役員会・取締役会に報告し、経営
レベルでの検討と対応策の決定を行っております。
　当社の取締役会は、2023年３月31日現在社外取締役３名を含む取締役６名で
構成されており、監査役４名も出席したうえで開催し、取締役の職務執行を監
督しております。また、常勤取締役は、年度終了後、監査役会に対して「取締
役 職務執行確認書」を提出し､監査役会において、善管注意義務・忠実義務・
監査役への報告義務の履行状況、利益相反取引の有無等について確認を受ける
ことにしております。また、常勤監査役は、常勤取締役および執行役員で構成
される常勤役員会にも出席し、常勤役員の職務執行状況を確認しております。
　子会社につきましては、関係会社管理規程の下、関係会社担当部門を設けて
おり、重要な事項は当社経営会議・常勤役員会・取締役会において審議し、子
会社の適正な業務運営および当社による実効性のある管理の実現に努めており
ます。
　監査室は、内部監査計画に基づき、法令・社内規程等の遵守状況について、
本社各部室・支店・研究所・工場および子会社を対象とする監査を実施し､そ
の結果および改善状況を代表取締役、監査役および取締役会に報告しておりま
す。
　監査役は、監査役会で決定された監査方針と監査計画に基づいて、監査役監
査を実施し、会社の現状を把握するとともに、必要な場合には提言の取りまと
めを行っております。さらに、取締役その他の使用人から担当業務に係る報告
を求め、監査室・会計監査人と連携し、取締役および使用人の職務の執行状況
を監査しております。
　また、監査役は、主要な稟議書の回付を受けるとともに、取締役会、常勤役
員会以外にもコンプライアンス委員会等の重要会議に出席し、必要に応じ意見
を述べております。

　本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

－ 24 －



2023/05/24 20:46:34 / 22946790_ゼリア新薬工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

連結貸借対照表

連 結 貸 借 対 照 表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機 械 装 置 及 び 運 搬 具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

の れ ん

販 売 権

商 標 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

48,203,757

16,219,078

281,188

17,231,736

6,843,723

1,433,308

4,487,158

1,800,930

△93,366

86,830,779

24,591,375

6,967,811

1,570,297

12,359,997

1,619,218

2,074,050

41,930,669

5,299,798

28,157,670

7,457,373

1,015,828

20,308,733

6,849,304

136,295

12,927,173

442,420

△46,460
　

流 動 負 債 47,158,318

買 掛 金 1,996,122

短 期 借 入 金 34,890,470

未 払 法 人 税 等 749,106

賞 与 引 当 金 1,554,662

そ の 他 7,967,956

固 定 負 債 22,195,507

長 期 借 入 金 14,541,480

繰 延 税 金 負 債 5,190,743

契 約 解 除 損 失 引 当 金 897,300

退 職 給 付 に 係 る 負 債 234,465

資 産 除 去 債 務 56,031

そ の 他 1,275,486

負 債 合 計 69,353,826

（純  資  産  の  部）

株 主 資 本 53,476,120

資 本 金 6,593,398

資 本 剰 余 金 11,685,121

利 益 剰 余 金 53,462,589

自 己 株 式 △18,264,989

その他の包括利益累計額 11,973,796

その他有価証券評価差額金 △314,469

為 替 換 算 調 整 勘 定 8,015,623

退職給付に係る調整累計額 4,272,642

非 支 配 株 主 持 分 230,793

純 資 産 合 計 65,680,710

資 産 合 計 135,034,536 負債及び純資産合計 135,034,536
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連 結 損 益 計 算 書

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 68,383,227

売 上 原 価 18,894,627

売 上 総 利 益 49,488,600

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 40,473,626

営 業 利 益 9,014,973

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 296,653

そ の 他 82,842 379,496

営 業 外 費 用

支 払 利 息 337,281

為 替 差 損 1,416,679

そ の 他 61,059 1,815,020

経 常 利 益 7,579,449

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 1,916

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,940 21,856

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 6,135

契 約 解 除 損 失 引 当 金 繰 入 額 322,472 328,608

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 7,272,698

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 823,257

法 人 税 等 調 整 額 242,629 1,065,887

当 期 純 利 益 6,206,810

非支配株主に帰属する当期純利益 10,945

親会社株主に帰属する当期純利益 6,195,865
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貸　借　対　照　表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資  産  の  部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

関係会社短期貸付金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

販 売 権

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

関係会社長期貸付金

敷 金 及 び 保 証 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

30,657,948

909,097

163,775

7,895,617

3,985,405

1,397,918

1,954,332

45,183

273,324

13,826,960

208,583

△2,250

61,433,136

13,643,517

3,744,339

180,544

809,662

1,264

232,122

8,527,643

147,939

1,089,212

747,904

319,088

22,219

46,700,406

6,821,015

24,372,201

7,015,680

480,343

6,279

7,907,276

114,696

△17,086
　

（ 負  債  の  部 ）

流 動 負 債 40,620,305

買 掛 金 1,699,138

短 期 借 入 金 29,469,759

１年内返済予定の長期借入金 5,109,960

未 払 金 1,197,888

未 払 費 用 337,241

未 払 消 費 税 等 45,315

預 り 金 55,620

賞 与 引 当 金 714,501

そ の 他 1,990,880

固 定 負 債 13,447,730

長 期 借 入 金 13,200,680

繰 延 税 金 負 債 31,054

退 職 給 付 引 当 金 11,548

資 産 除 去 債 務 56,031

そ の 他 148,415

負 債 合 計 54,068,035

（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 38,337,683

資 本 金 6,593,398

資 本 剰 余 金 12,716,418

資 本 準 備 金 5,397,490

その他資本剰余金 7,318,927

利 益 剰 余 金 37,292,856

利 益 準 備 金 1,648,349

その他利益剰余金 35,644,506

別 途 積 立 金 33,959,000

繰越利益剰余金 1,685,506

自 己 株 式 △18,264,989

評価・換算差額等 △314,634

その他有価証券評価差額金 △314,634

純 資 産 合 計 38,023,049

資 産 合 計 92,091,084 負債及び純資産合計 92,091,084

－ 27 －
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損益計算書

損　益　計　算　書

（自　2022年４月１日
至　2023年３月31日）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 32,960,174

売 上 原 価 12,558,668

売 上 総 利 益 20,401,505

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 18,608,127

営 業 利 益 1,793,378

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,252,308

そ の 他 61,911 1,314,219

営 業 外 費 用

支 払 利 息 312,520

そ の 他 56,685 369,206

経 常 利 益 2,738,392

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 19,940 19,940

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 589 589

税 引 前 当 期 純 利 益 2,757,743

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,646

法 人 税 等 調 整 額 598,263 599,910

当 期 純 利 益 2,157,832
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 米 山 　 英 樹

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宇津木　辰男

独立監査人の監査報告書
2023年５月９日

ゼリア新薬工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　 　 　 東 京 事 務 所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ゼリア新薬工業株式会社
の2022年４月１日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、ゼリア新薬工業株式会社及び連結子会社からなる
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査
における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人と
してのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎とな
る十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ
の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任
は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含ま
れておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではな
い。

　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、
通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過
程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払う
ことにある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 29 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算
書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が
ある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類
に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得
て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計
すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場
合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用
は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査
手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関
する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで
に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企
業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた
連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に
関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関
する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
て責任を負う。

－ 30 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的
に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の
規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 31 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 米 山 　 英 樹

指 定 有 限 責 任 社 員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宇津木　辰男

独立監査人の監査報告書
2023年５月９日

ゼリア新薬工業株式会社

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
　 　 　 東 京 事 務 所

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ゼリア新薬工業株
式会社の2022年４月１日から2023年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにそ
の附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況
を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査に
おける監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理
に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫
理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な
監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、そ
の他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任
は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。

　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれ
ておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通
読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で
得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うこと
にある。

　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると
判断した場合には、その事実を報告することが求められている。

　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

－ 32 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬
による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必
要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等
を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある
場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役
の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に
不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、
監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計する
と、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、
重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監
査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以
下を実施する。

・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚
偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用
は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行
われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどう
か、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせ
るような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書に
おいて計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関す
る計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手
した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし
て存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる
企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計
算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

－ 33 －
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、
監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、
及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業
倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的
に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じて
いる場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本、監査役会の監査報告書謄本

監　査　報　告　書

　当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第69期事業年度における取締
役及び執行役員（以下「取締役等」という）の職務の執行に関して、各監査役が作成した
監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結
果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況につい
て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担
等に従い、取締役等、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社
及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社
については、国内子会社の取締役会に出席するとともに定期的に業務及び財産の状
況を調査し、必要に応じて海外を含む子会社から事業の報告を受けました。

② 事業報告に記載されている取締役等の職務の執行が法令及び定款に適合することを
確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正
を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について､取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け､必要に応じて説明を求め､意見を表明いたしました。

③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び
検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる
ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に
関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい
る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書
及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示して

いるものと認めます。
② 取締役等の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な

事実は認められません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当

該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役等の職務の執行につい
ても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2023年５月10日
ゼリア新薬工業株式会社　監査役会

常勤監査役 高 　 見 　 幸 二 郎 ㊞
常勤監査役 石 山 佳 治 ㊞
社外監査役 中 　 　 　 由 規 子 ㊞
社外監査役 紙 透 　 大 ㊞

　

監査役会の監査報告書　謄本

以　上
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剰余金処分議案、取締役選任議案

株主総会参考書類

議案および参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

期末配当に関する事項

　第69期の期末配当につきましては、当事業年度の業績、今後の事業展開

ならびに当社をとりまく経営環境等を総合的に勘案し、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

(1) 株主に対する配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金22円　総額969,764,576円
（注）中間配当を含めた当事業年度の年間配当は、１株につき金40円であり、前事業

年度対比金５円の増配となります。

(2) 剰余金の配当が効力を生ずる日

2023年６月30日

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

１
い

伊
 

　
べ

部
 

　
さち

幸
 

　
あき

顕
(1941年３月17日生)

1972年３月 当社入社

1972年３月 当社取締役

1978年４月 当社常務取締役

1981年４月 当社代表取締役専務取締役

1982年４月 当社代表取締役社長

2014年６月 当社代表取締役会長兼ＣＥＯ

（現在に至る）

1,592,967株

２

い

伊
 

　
べ

部
 

　
みつ

充
 

　
ひろ

弘

(1971年11月17日生)

1994年４月 株式会社富士銀行入行

2009年10月 株式会社みずほ銀行法人業務部参

事役

2010年４月 当社経理部部長

2010年６月 当社取締役経理部長

2011年４月 当社取締役

医薬営業本部、コンシューマーヘ

ルスケア営業本部担当

2011年６月 当社常務取締役

医薬営業本部、コンシューマーヘ

ルスケア営業本部担当

2014年６月 当社代表取締役社長兼ＣＯＯ

（現在に至る）

77,900株

第２号議案 取締役６名選任の件

　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。　

つきましては、社外取締役３名を含む取締役６名の選任をお願いするもので

あります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

－ 36 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

３

こ

小
 

　
もり

森
 

　
てつ

哲
 

　
お

夫

(1948年１月25日生)

1970年４月 株式会社東海銀行入行

1996年６月 同行取締役

1998年６月 同行常務執行役員

2001年４月 同行専務執行役員

2002年５月 株式会社ＵＦＪ銀行副頭取執行役

員

2002年６月 同行代表取締役副頭取執行役員

2004年６月 株式会社ＵＦＪカード常勤顧問

2005年９月 株式会社日医リース専務執行役員

2006年６月 ＵＦＪセントラルリース株式会社

取締役専務執行役員

2006年６月 当社補欠監査役

2007年４月 三菱ＵＦＪリース株式会社専務取

締役

2007年６月 当社社外監査役

2009年６月 三菱ＵＦＪリース株式会社取締役

副社長

2010年６月 株式会社日医リース代表取締役社

長

2015年６月 当社社外取締役

（現在に至る）

2015年６月 株式会社ノリタケカンパニーリミ

テド社外取締役

7,300株

－ 37 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

４
の

野
 

　
もと

本
 

　
き

亀
く

久
お

雄

(1936年６月５日生)

1966年５月 九州大学医学部 助手(細菌学）

1973年10月 九州大学医学部 助教授(細菌学)

1977年１月 九州大学医学部癌研究施設 教授

1982年４月 九州大学生体防御医学研究所

教授

1995年10月 日本移植学会 理事長

1997年10月 社団法人日本臓器移植ネットワー

ク（現公益社団法人日本臓器移植

ネットワーク） 副理事長

1998年４月 九州大学生体防御医学研究所

所長

1998年４月 財団法人エイズ予防財団（現公益

財団法人エイズ予防財団） 理事

2000年４月 九州大学 名誉教授

（現在に至る）

2001年３月 財団法人ヒューマンサイエンス振

興財団（現公益財団法人ヒューマ

ンサイエンス振興財団） 倫理審

査委員長

2004年４月 公益財団法人日本医療機能評価機

構 特命理事（医療事故防止事業

担当）

2011年４月 公益社団法人日本臓器移植ネット

ワーク 理事長

2011年４月 公益財団法人エイズ予防財団 評

議員

（現在に至る）

2017年６月 当社社外取締役

（現在に至る）

―

－ 38 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

５
もり

森
 

　
もと

元
 

　
せい

誠
 

　
じ

二
(1951年４月２日生)

1975年４月 外務省入省

2002年１月 世界エイズ・結核・マラリア対策

基金理事会初代副議長

2003年６月 在ウィーン国際機関日本国政府代

表部次席大使

2005年４月 世界エイズ・結核・マラリア対策

基金理事会名誉副議長

（現在に至る）

2005年10月 在ドイツ連邦共和国日本国大使館

次席公使

2008年６月 在オマーン日本国特命全権大使

2011年９月 独立行政法人農畜産業振興機構理

事（酪農・乳製品担当）

2013年４月 東京大学大学院総合文化研究科客

員教授

（現在に至る）

2013年11月 在スウェーデン日本国特命全権大使

2015年11月 外務省退官

2015年12月 富士通株式会社シニアアドバイザー

2018年11月 名古屋大学卓越大学院天野浩教授

プログラム諮問委員

（現在に至る）

2018年12月 株式会社富士通マーケティング・

シニアアドバイザー

2020年６月 当社社外取締役

（現在に至る）

700株

－ 39 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略歴、地位、担当および
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

６

おか

岡
 

　
ざわ

澤
 

　
ゆう

有
 

　
き

輝

(1965年１月５日生)

1988年４月 株式会社東海銀行入行

2009年10月 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行鶴見

支社長

2014年５月 同行柳橋支社長

2016年５月 同行融資部（名古屋）部長

2017年10月 当社経理部部長

2018年７月 当社総務部長

2019年５月 当社人事部長

2019年11月 当社管理本部長兼人事部長

2020年６月 当社取締役管理本部長兼人事部

長、経理部長

コンプライアンス担当

2021年６月 当社取締役管理本部長兼人事部長

コンプライアンス担当

2022年６月 当社常務執行役員管理本部長兼人

事部長

コンプライアンス担当

2022年９月 当社常務執行役員管理本部長兼人

事部長

法務部・秘書室・コンプライアン

ス担当

（現在に至る）

7,204株

（注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 小森哲夫、野本亀久雄、森元誠二の３氏は、社外取締役候補者であります。

3. 小森哲夫氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は、大手金融機関の

経営者としての豊富な経験と高い見識ならびに財務・会計への知見をもとに、当社経

営に指摘や助言をいただくことが有益と判断したためであります。なお、同氏の当社

社外取締役在任期間は本総会終結の時をもって８年となります。

4. 野本亀久雄氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は、医療ならびに

医学界における豊富な経験と高い見識、さらには高度な専門知識をもとに、研究開発

をはじめとして当社経営に指摘や助言をいただくことが有益と判断したためでありま

す。また、同氏の経歴ならびに高い見識から、社外取締役としての職務を適切に遂行

していただけるものと判断しております。なお、同氏の当社社外取締役在任期間は本

総会の終結の時をもって６年となります。

5. 森元誠二氏を社外取締役候補者とした理由および期待される役割は、外交官としての

豊富な経験と高い見識をもとに、グローバル展開をはじめとして当社経営に指摘や助

言をいただくことが有益と判断したためであります。また、同氏の経歴ならびに高い

見識から、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しており

ます。なお、同氏の当社社外取締役在任期間は本総会の終結の時をもって３年となり

ます。

6. 小森哲夫、野本亀久雄、森元誠二の３氏と当社は責任限定契約を締結しており、３氏

の選任が承認された場合には同契約を継続する予定であります。当該契約に基づき損

害賠償責任については、法令で定める金額を限度額としております。

－ 40 －
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剰余金処分議案、取締役選任議案

候補者
番　号

氏　名 企業経営 グローバル
営　業

マーケティング
研究開発

財　務
会　計

法　務 学識経験者

１ 伊 部 幸 顕 ● ● ●

２ 伊 部 充 弘 ● ● ●

３
小 森 哲 夫
（社外取締役）

● ● ●

４
野本亀久雄
（社外取締役）

● ●

５
森 元 誠 二
（社外取締役）

● ●

６
岡 澤 有 輝
(新   任 )

● ● ●

7. 当社は、小森哲夫、野本亀久雄、森元誠二の３氏を東京証券取引所の定めに基づく独

立役員に指定しており、３氏が選任された場合には、引き続き独立役員に指定する予

定であります。

8. 当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しております。

当該保険契約の被保険者は、当社および主要子会社の取締役・監査役ならびに当社の

執行役員で、職務の執行に関連して被保険者が損害賠償責任を負った場合、当該保険

契約の内容に沿って保険会社が一定限度まで損害を塡補することとしております。保

険料は当社および子会社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。

なお、塡補額に限度を設けるとともに、被保険者に法令違反の認識があった場合や私

的な利益供与を受けたことに起因する損害賠償請求などについては保険の対象外とし

ております。

各候補者が選任された場合には、引き続き当該保険契約の被保険者となります。ま

た、当該保険の契約期間は１年であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の

うえ、これを更新する予定であります。

9. 会社法施行規則第74条に定める取締役の選任に関する議案に記載すべき事項につきま

しては、上記１～８の他には特記すべき事項はありません。

【ご参考】　取締役候補者の専門性と経験（スキル・マトリックス）

取締役候補者一覧

（注）取締役候補者の主要なスキルを３スキルまで記載しております。

取締役候補者のスキルをすべて記載しているものではありません。
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候補者
番　号

氏 名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社の株式数

１
なか

中
 

　
 

　
 

　
ゆ

由
き

規
こ

子
(1960年10月23日生)

1987年４月 検事

1992年12月 弁護士登録（第二東京弁護士会）

2001年１月 ＮＡＫＡ法律事務所開設

（現在に至る）

2002年12月 当社仮監査役

2003年６月 当社社外監査役

（現在に至る）

7,200株

２

かみ

紙
 

　
すき

透
 

　
 

　
 

　
まさる

大

(1970年２月５日生)

1992年10月 中央新光監査法人入所

1997年４月 公認会計士登録

2001年７月 紙透会計事務所開設

（現在に至る）

2005年４月 税理士登録

2012年９月 税理士法人明和会計入所

2018年４月 税理士法人明和会計代表社員

（現在に至る）

2019年６月 当社社外監査役

（現在に至る）

1,000株

３

えん

遠
 

　
どう

藤
 

　
ひろ

広
 

　
かず

和

(1953年５月３日生)

1977年４月 株式会社東海銀行入行

1998年５月 同行新小岩支店長

2002年１月 株式会社ＵＦＪ銀行名古屋法人営

業第４部長

2004年７月 同行審査第５部融資管理室長

2006年１月 当社経理部部長

2007年６月 当社取締役

2009年６月 当社常務取締役

2011年６月 当社専務取締役

2014年６月 当社取締役副社長

2022年９月 当社取締役副社長 社長補佐

（現在に至る）

77,200株

第３号議案 監査役３名選任の件

　監査役高見幸二郎、中　由規子、紙透　大の３氏は、本総会終結の時をも

って任期満了となります。つきましては、監査役３名の選任をお願いするも

のであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）1. 各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

2. 中　由規子、紙透　大の両氏は、社外監査役候補者であります。

3. 中　由規子氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として培われた高度な専門知

識と経験をもとに助言をいただくことが、当社経営ならびに監査にとって有益と判断

したためであります。

同氏は企業法務に精通し、また企業経営についても高い見識を保有されていることか

－ 42 －



2023/05/24 20:46:34 / 22946790_ゼリア新薬工業株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役選任議案

ら、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

なお、同氏の当社社外監査役在任期間は本総会終結の時をもって20年となります。

4. 紙透　大氏を社外監査役候補者とした理由は、公認会計士として培われた財務・会計

の高度な専門知識と経験をもとに助言をいただくことが、当社経営ならびに監査にと

って有益と判断したためであります。

同氏は公認会計士として長年に亘って法人の監査業務に携わっておられることから、

社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。な

お、同氏の当社社外監査役在任期間は本総会終結の時をもって４年となります。

5. 中　由規子、紙透　大の両氏と当社は責任限定契約を締結しており、両氏の選任が承

認された場合には同契約を継続する予定であります。当該契約に基づき損害賠償責任

については、法令で定める金額を限度額としております。

6. 当社は、中　由規子、紙透　大の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指

定しており、両氏が選任された場合には、引き続き独立役員に指定する予定でありま

す。

7. 当社は、保険会社との間で役員等賠償責任保険契約を締結しております。

当該保険契約の被保険者は、当社および主要子会社の取締役・監査役ならびに当社の

執行役員で、職務の執行に関連して被保険者が損害賠償責任を負った場合、当該保険

契約の内容に沿って保険会社が一定限度まで損害を塡補することとしております。保

険料は当社および子会社が負担しており、被保険者の保険料負担はありません。

なお、塡補額に限度を設けるとともに、被保険者に法令違反の認識があった場合や私

的な利益供与を受けたことに起因する損害賠償請求などについては保険の対象外とし

ております。

各候補者が選任された場合には、引き続き当該保険契約の被保険者となります。ま

た、当該保険の契約期間は１年であり、当該期間の満了前に取締役会において決議の

うえ、これを更新する予定であります。

8. 会社法施行規則第76条に定める、監査役の選任に関する議案に記載すべき事項につき

ましては、上記１～７の他には特記すべき事項はありません。

以　上
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株主総会会場ご案内図

場　所　東京都江東区東陽六丁目３番３号

ホテル イースト21東京　１階　イースト21ホール

電　話　03－5683－5683（代表）

駐車場のご用意はございません。

至東京 至千葉JR総武線

首都高速７号
小松川線

都営地下鉄新宿線

錦糸町駅

錦糸町IC

Ｎ

東京メトロ東西線

１番出口

Ａ３出口

２番出口至大手町 至西船橋

京葉道路

新大橋通り

清洲橋通り

葛西橋通り

永代通り

住吉駅

扇橋二

東陽六

ホテル イースト21東京

東陽町駅前

東陽町駅

扇橋一

豊住公園前

東京メトロ半蔵門線

江東区役所

四
ツ
目
通
り

大
門
通
り

豊
住
橋

すしざんまい1F

フォルクス

東京イースト21プラザ

ホテル
イースト
21東京

エスカレーター

錦
糸
町
方
面

四
ツ
目
通
り

東
陽
町
駅
方
面

リアット！

〔交通のご案内〕

東京メトロ東西線　東陽町駅（１番出口）より徒歩約７分

東京メトロ半蔵門線・都営地下鉄新宿線　住吉駅（Ａ３出口）より

都営バス＜東22系統/東陽町駅・東京駅丸の内北口行＞で約10分

豊住橋（東京イースト21）下車

JR総武線　錦糸町駅（南口）より

都営バス＜東22系統/東陽町駅・東京駅丸の内北口行＞で約15分

豊住橋（東京イースト21）下車
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